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特 

別 

会 

計

　
特
別
会
計
の
う
ち
、
国
民
健
康

保
険
は
、
被
保
険
者
数
の
減
な
ど

に
よ
り
、
歳
出
が
前
年
度
に
比
べ

て
３
億
８
１
１
８
万
円
（
５
・

６
％
）
減
少
し
ま
し
た
。
一
方
、

介
護
保
険
は
、
介
護
給
付
費
の
増

な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
歳
出

が
１
億
６
３
３
１
万
円
（
３
・

２
％)

増
加
し
ま
し
た
。

 　

企 

業 

会 

計

　
独
立
採
算
が
原
則
の
企
業
会
計

に
は
病
院
事
業
、
水
道
事
業
、
下

水
道
事
業
が
あ
り
ま
す
。
病
院
事

業
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
拡
大
に
よ
る
受
診
控
え
等
に

よ
り
患
者
数
が
減
少
し
た
も
の

の
、
５
１
８
５
万
円
の
純
利
益
計

上
と
な
り
ま
し
た
。

 　

経
常
収
支
比
率

　
経
常
収
支
比
率
と
は
、
市
税
や

地
方
交
付
税
な
ど
の
経
常
的
な
収

入
に
対
し
、
人
件
費
や
扶
助
費
な

ど
の
経
常
的
な
支
出
が
占
め
る
割

合
の
こ
と
で
、
財
政
の
弾
力
性
を

示
す
指
標
で
す
。
こ
の
指
標
が
低

い
ほ
ど
財
政
の
弾
力
性
が
あ
り
、

自
治
体
独
自
の
施
策
に
充
て
る
財

源
が
多
く
な
る
と
い
え
ま
す
。

　
一 

般 

会 

計

　
　
　

歳  

入

　
歳
入
全
体
の
決
算
額
は
３
１
４

億
３
７
４
８
万
円
で
、
前
年
度
と

比
べ
て
71
億
３
０
１
５
万
円
、
約

29
・
３
％
増
加
し
ま
し
た
。

　
歳
入
に
は
、
地
方
公
共
団
体
が

自
主
的
に
収
入
す
る
こ
と
が
で
き

る
市
税
や
手
数
料
な
ど
の
自
主
財

源
と
、
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る

依
存
財
源
が
あ
り
ま
す
。
自
主
財

源
が
多
い
ほ
ど
、
行
政
活
動
の
自

主
性
と
安
定
性
を
確
保
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
２
年
度
の
歳
入
決
算
額
に
占
め

る
自
主
財
源
の
割
合
は
、
前
年
度

よ
り
13
・
９
ポ
イ
ン
ト
低
い
36
・

７
％
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

依
存
財
源
で
あ
る
国
庫
支
出
金
の

増
加
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
　

   

歳  

出

　
歳
出
の
決
算
額
は
３
０
７
億
７

４
０
７
万
円
で
、
前
年
度
と
比
べ

て
69
億
７
０
１
万
円
、
28
・
９
％

の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　
内
訳
は
、
保
健
医
療
や
福
祉
等

の
民
生
費
が
50
・
１
％
と
最
も
比

率
が
高
く
、
約
１
５
４
億
円
を
支

出
し
て
い
ま
す
。
次
い
で
総
務
費

が
12・７
％
、
教
育
費
が
９・６
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

　
民
生
費
は
前
年
度
と
比
べ
て
72

億
９
６
４
万
円
増
加
し
て
い
ま

す
。
主
な
要
因
は
、
特
別
定
額
給

付
金
給
付
事
業
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
借
金
の
返
済
額
で
あ
る
公
債
費

は
、
前
年
度
と
比
べ
て
１
億
３
９

４
４
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

市
民
１
人
当
た
り
の
負
担

　
市
民
１
人
当
た
り
の
市
税
の
負

担
は
13
万
７
０
９
５
円
で
し
た
。

前
年
度
と
比
べ
て
２
８
３
６
円
の

負
担
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
債
残
高
の
状
況

　
２
年
度
一
般
会
計
決
算
で
の
市

債
残
高
（
借
金
の
残
高
）
は
、
約

１
９
７
億
円
で
、
前
年
度
と
比
べ

て
約
13
億
円
増
加
し
ま
し
た
。
主

な
要
因
は
、
新
庁
舎
の
建
設
に
よ

る
も
の
で
す
。

 
２
年
度
決
算

  

新
型
コ
ロ
ナ
対
応
で　

　
　
　
　
　
　
　
歳
出
増
額
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令和２年度の一般会計・
特別会計・企業会計の決
算が市議会で認定されま
した。決算状況のあらま
しをお知らせします。
　問い合わせ先　
　財務課（内線 2382）

会計別 歳入（収入済額） 歳出（支出済額）

一般会計 314 億 3,748 万円 307 億 7,407 万円

特
別
会
計

国民健康保険 71 億 4,387 万円 63 億 9,769 万円
介護保険 53 億 9,477 万円 52 億 832 万円
羽島市・羽島郡二町介護認定審査会事業 2,232 万円 2,232 万円
インター北土地区画整理事業 7,880 万円 3,389 万円
駅北本郷土地区画整理事業 6,336 万円 3,410 万円
後期高齢者医療 8 億 4,993 万円 8 億 3,113 万円

企
業
会
計

病院事業
収益的収支 57 億 6,811 万円 57 億 1,544 万円
資本的収支 2 億 50 万円 4 億 3,731 万円

水道事業
収益的収支 8 億 7,986 万円 6 億 3,304 万円
資本的収支 2 億 4,835 万円 6 億 2,578 万円

下水道事業
収益的収支 18 億 4,047 万円 14 億 3,735 万円
資本的収支 11 億 7,157 万円 17 億 6,467 万円

 会計別歳入歳出決算

土木費
21億5,452万円

7.0％

歳　入
314億3,748万円

歳　出
307億7,407万円

２年度　羽島市一般会計決算

民生費
154億1,404万円

50.1％

市税
92億1,842万円

      29.3％

市税
92億1,842万円

      29.3％

自主財源
36.7％

依存財源
63.3％

繰越金
4億4,027万円 1.4％

繰入金
9億4,941万円
3.0％

分担金及び負担金
3億7,613万円 1.2％

その他
5億4,151万円
1.7％

地方交付税
28億1,164万円

11.6％

地方交付税
25億7,472万円

8.2％

地方消費税交付金
14億454万円
4.5％

総務費
39億1,983万円

12.7％

教育費
29億6,211万円

9.6％

衛生費
28億487万円

9.1％

公債費
16億4,595万円

5.3％

消防費
7億5,581万円　2.5％

商工費
5億5,052万円

1.8％
その他

5億6,641万円
1.8％

市債
25億6,170万円

8.1％
県支出金

18億3,819万円
5.8％

国庫支出金
110億388万円

35.0％

国庫支出金
110億388万円

35.0％

歳出歳 入

土木費
21億5,452万円

7.0％

その他
5億2,872万円
1.7％
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( 万円 ) ( 億円 )
■  歳入  ■  歳出

12万9,931円
13万3,934円 13万3,953円

13万9,931円
13万7,095円

229億
3,372万円

243億
733万円213億

9,756万円

225億
7,262万円

221億221億
2,678万円2,678万円

208億208億
1,949万円1,949万円

220億220億
4,872万円4,872万円

238億238億
6,706万円6,706万円

307億307億
7,407万円7,407万円
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市債残高の推移 ( 一般会計 ) 市民 1 人あたりの市税負担額の推移

314億314億
3,748万円3,748万円

一般会計の推移( 億円 )

169億円 165億円 161億円161億円 162億円
172億円 171億円 170億円

183億円

197億円

経常収支比率の推移( % )

95.4 96.2
97.2

95.9 95.7

( 年度 ) ( 年度 ) ( 年度 ) ( 年度 )


